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財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.78][0.78][0.78][0.78]

類似団体内順位

[ 24/43 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均
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津島市の比率

財政構造の弾力性財政構造の弾力性財政構造の弾力性財政構造の弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [85.5%][85.5%][85.5%][85.5%]

類似団体内順位
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人件費・物件費等の適正度人件費・物件費等の適正度人件費・物件費等の適正度人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額人口1人当たり人件費・物件費等決算額人口1人当たり人件費・物件費等決算額人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [103,415円][103,415円][103,415円][103,415円]

類似団体内順位
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給与水準の適正度   （国との比較）給与水準の適正度   （国との比較）給与水準の適正度   （国との比較）給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数ラスパイレス指数ラスパイレス指数ラスパイレス指数 [93.4][93.4][93.4][93.4]

類似団体内順位
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定員管理の適正度定員管理の適正度定員管理の適正度定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数人口1,000人当たり職員数人口1,000人当たり職員数人口1,000人当たり職員数 [7.16人][7.16人][7.16人][7.16人]

類似団体内順位
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公債費負担の健全度公債費負担の健全度公債費負担の健全度公債費負担の健全度

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [10.2%][10.2%][10.2%][10.2%]

類似団体内順位
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全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均
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人口1人当たり地方債現在高人口1人当たり地方債現在高人口1人当たり地方債現在高人口1人当たり地方債現在高 [275,843円][275,843円][275,843円][275,843円]

類似団体内順位
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力

財政構造の弾力性財政構造の弾力性財政構造の弾力性財政構造の弾力性

人件費・物件費等の人件費・物件費等の人件費・物件費等の人件費・物件費等の
適正度適正度適正度適正度

給与水準の適正度給与水準の適正度給与水準の適正度給与水準の適正度
   （国との比較）   （国との比較）   （国との比較）   （国との比較）

定員管理の適正度定員管理の適正度定員管理の適正度定員管理の適正度

公債費負担の健全度公債費負担の健全度公債費負担の健全度公債費負担の健全度

将来負担の健全度将来負担の健全度将来負担の健全度将来負担の健全度

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

津島市津島市津島市津島市
※類似団体平均を100とした※類似団体平均を100とした※類似団体平均を100とした※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。　ときの比率で表した。　ときの比率で表した。　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
「財政力指数」
・類似団体平均（0.85）を下回る0.78となっている。市内に中心となる企業が少ないこと等により財政基盤が脆弱なため、平成17年度に財政改革行動計画
（集中改革プラン）を策定し、歳出では定員管理計画による人件費の削減（計画期間10年間で148人削減）、事務事業の徹底的な見直し（計画期間全体で
約50億円の削減）を実施するとともに、税収の徴収率向上対策（計画期間全体で現年度徴収率1.5％の向上）、企業誘致の推進など、計画期間全体で約
100億円の削減効果を目標とし実施していくことで、財政の健全化を図っていく。

「経常収支比率」
・現在のところ類似団体平均（87.6％）を下回る85.5％となっているが、今後、高齢対策による医療費増加等に伴う高齢社会関係経費の増加、一部事務組
合・企業会計への繰出金の増により、比率は悪化していくと見込んでいる。また、人件費に係るものも28％と比較的高い水準にあるため、財政改革行動計
画（集中改革プラン）に掲げたとおり、職員数の減（計画期間で148人）等による人件費の削減（計画期間で約40億円）など、行財政改革への取組を通じて
経常的経費の削減に努め、現在の水準を維持していく。

「ラスパイレス指数」
・行政職（１）について、給料表は８級制であるが、運用は７級までとしている。また平成１６年７月より４年間にわたり、給料の減額（部長４％、課長３％、そ
の他２％）を実施することにより、給与水準の抑制に努めている。その他、各種手当（通勤、住居、特殊勤務）についても見直しを実施し、より一層の給与の
適正化に努めている。

「実質公債費比率」
・大型投資事業での地方債償還額が毎年度減ってきており、類似団体平均を3.6％下回っている。今後も、財政基盤の問題もあり大型投資事業には着手でき
ないことにより、建設地方債発行額４億円程度の上限枠設定などにより、引き続き水準を抑える。

「人口１人当たり地方債現在高」
・大型投資事業が財政事情から出来ないこと等から、現在のところ類似団体平均を約３万５千円下回っている。今後も財政基盤の問題などからも、建設地方
債発行額を４億円程度に上限枠設定することにより、類似団体平均を上回ることのないよう発行の抑制に努める。

「人口1,000人当たり職員数」
・定員適正化計画に基づき、平成１７年４月１日現在の職員数（病院職員を除く）から１０年間で２６％、１４８人の削減を目標として順次実施していく。各部門と
もに指定管理者制度を含めた民間委託、施設等の民間移譲などの民間活力の導入、事務事業及び組織の統廃合や縮小・廃止、並びに再任用制度や臨時
職員の活用を徹底することにより、計画的に職員数の削減を図り、適切な定員管理に努める。

「人口１人当たり人件費・物件費等決算額」
・類似団体平均と比べ約２千円ほど下回っているが、今後も財政基盤の悪化が見込まれ、定員管理計画に基づき、平成27年度までに26％、148人の職員削減
を目標として実施していくとともに、事務事業の見直しにより物件費の徹底的な削減に努め、財政の適正化を図っていく。


